
目 　 　 　 次

監 査 委 員

○ 監 査 の 結 果 に 基 づ く 措 置 状 況 … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … 一

監 査 委 員

山 梨 県 監 査 委 員 告 示 第 十 号

地 方 自 治 法 （ 昭 和 二 十 二 年 法 律 第 六 十 七 号 ） 第 二 百 五 十 二 条 の 三 十 八 第 六 項 の 規 定 に

よ り 、 包 括 外 部 監 査 人 の 監 査 の 結 果 に 基 づ く 措 置 状 況 に つ い て 通 知 が あ っ た の で 、 次 の

と お り 公 表 す る 。

平 成 十 七 年 十 月 六 日

山 梨 県 監 査 委 員 　 　 長 　 　 沼 　 　 公 　 　 彦

同 　 　 　 　 　 　 　 　 早 　 　 川 　 　 正 　 　 秋

同 　 　 　 　 　 　 　 　 横 　 　 内 　 　 公 　 　 明

同 　 　 　 　 　 　 　 　 皆 　 　 川 　 　 　 　 　 巖

山 梨 県 公 報 号 外 第 五 十 九 号 　 　 平 成 十 七 年 十 月 六 日

定 価 （ 消 費 税 込 ） 一 箇 年 　 一 六 、 八 〇 〇 円 （ 郵 送 料 を 含 む 。 ）

一

山 梨 県 公 報 平 成 十 七 年
十 月 六 日

号 外 第 五 十 九 号

木
　
曜
　
日

１監査対象事項
業務委託のうち、「事務処理委託」、「調査・研究委託」、「施設管理委託」の執行状

況について

２監査の結果に関する報告の公表
平成17年３月24日付け山梨県公報号外第26号

３監査の結果に基づき講じた措置の内容

指　摘　事　項

第１　委託の必要性
新聞紙面「県庁のページ」掲載委

託
委託について廃止を含め検討すべき

もの
予定価格の積算が１者のみの見積

もりで行われており、その業者と１
者随意契約を長年にわたって続けて
きていることなど、委託を継続する
必要性について検討するべきである。

県民コミュニティーカレッジ事業
委託
県と大学との役割分担を明らかにす

べきもの
契約金額の適正性の検証が行われ

ておらず、また、各大学の市民向け
講座と重なるなど県事業として位置
づけて行う必要のある事業か疑問が
あるので、この事業を担うべき主体
について検討し、明確にすべきであ
る。

土地取引規制基礎調査地価動向指

講　じ　た　措　置

「県庁のページ」は、平成15年度末
をもって廃止した。

委託契約金額については、平成17年
度から他の類似例なども参考にしつつ、
設定している。
学習機会の提供主体として大学との

連携を図っていく必要があるが、当該
事業の内容について精査・検証した上
で、県と大学との役割分担を明確にし
ていく。
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標調査委託
委託を廃止すべきもの
地価動向が47四半期連続してマイ

ナスであること、監視区域の全面指
定解除を行っていることなどから、
調査を継続して実施する必要性があ
ったか疑問である。

同和対策相談事業委託
委託につき廃止を含め検討すべきも

の
国としての同和対策事業の扱いが

変更されたという事情等を考慮して、
事業終了に向けて事業費のより一層
の段階的縮減を進めていくべきであ
る。

主要地方道茅野小淵沢韮崎線建設
に伴う夏目下新田石積遺跡調査
①委託業務の必要性に疑念が持たれ

るもの
委託料が当初の遺跡発掘調査で減

額となった金額と全く同額であるな
ど、本委託に関しては、不要になっ
た予算を消化するために事業化した
との批判を免れない。

②業務量の算定をすべきもの
受託者の支出内容の妥当性に関し

て、チェックが行われていない。
また、委託する業務量の算定につ

いて基礎となる資料の収集やその分
析を十分に行い、委託料積算の妥当
性を検証しておく必要がある。

当該事業については、平成16年度か
ら、休止した。

当該事業については、平成15年度以
降、事業費の段階的縮減を実施してき
ており、平成18年度末をもって廃止す
る。

今後、同様の場合にあっては、事前に
業務量や業務の範囲・内容等を精査・
検証した上で、発注していく。

文化庁の指針に基づいて、積算の内
訳や支出内容の妥当性など、業務全般
について検証していく。

富士山七合目救護所開設業務委託
①業務委託のあり方を検討すべきも

の　
８合目には別の大学による救護所

があること等から、登山者の多い山
岳地帯での救護所のあり方を総合的
に検討すべきである。

②契約書記載事項を遵守すべきもの
看護学生の名簿提出も契約書の規

定に追加すべきである。
契約書に義務付けられている救護

員勤務表の事前提出、救護簿の提出
をさせるべきである。

山梨県立美術館ハイビジョンソフ
ト作成委託
委託業務の継続の是非を検討すべき

もの
作品は量も内容も十分充実したも

のと推察されること等から、県立美
術館で制作・整備するソフトウエア
の全体計画を明らかにし、今後の映
像ソフト作成委託業務継続の是非に
ついて検討すべきである。

境界保全巡視業務委託
作業の内容を見直すべきもの
隣接山林等所有者に測量図を通知

し、森林簿等のデジタル化や測量等
の最新の技術で境界確保を図るなど
により、「境界標の保全巡視」による
境界線の管理の方法を見直すべきで

登山者の多い山岳地帯での救護にお
ける県や地元市町村の役割及び他の機
関との連携のあり方について、検討し
ていく。

平成17年度から、看護学生の名簿提
出について、契約書において義務付け
た。
また、救護員勤務表や救護簿につい

て、契約書どおり提出させる。

継続的なソフト制作は、平成16年度
をもって終了した。

境界標の確認や設置など現地におけ
る保全巡視とともに、森林地理情報シ
ステムや全地球測位システムも活用し、
より効率的な境界線の管理を行ってい
く。
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ある。
第２　指名競争入札
１　形骸化していないですか

新税務システム（県民税配当割）
開発業務委託
追加開発について競争入札の適正な

実施を実現すべきもの
今後のシステムの修正等について

は開発業者以外の業者が業務を行う
ことは困難性が伴うため、競争入札
の適正な実施を実現する方策を考え、
委託業務の価格の競争性を確保する
必要がある。

あけぼの医療福祉センター等当直
及び警備業務等委託
①指名業者の交代等適切な措置を講

じるべきもの
落札の意思のみられない入札参加

者を指名から除外し適正な指名入札
競争をさせるとともに、指名業者に
ついては全体的に入れ替えを行うな
ど適切な措置を講じるべきである。

②契約書の内容について整備すべき
もの

契約書冒頭部分における契約当事
者の氏名の記載漏れがないようにす
べきである。
また、「みだい体育センター設置及
び管理要領並びに利用者心得」が契
約書に添付されていないが、契約書
に添付すべきである。

システムの修正等については、入札
参加業者にシステムの仕様及び運用方
法等の必要な情報開示を行っていく。

平成17年度から、年度ごとに指名業
者の入れ替えを図るなど、競争性の確
保に努めている。

平成17年度から、契約書冒頭部分に
契約当事者を記載するとともに、「みだ
い体育センター設置及び管理要領並び
に利用者心得」を契約書に添付した。

富士湧水の里水族館２階展示映像
装置保守管理業務委託
指名競争入札参加業者の選定が不適

切なもの
系列の４業者による指名競争入札

であるなど、競争性を確保する上で
適当でない。

橋梁補修計画策定業務
契約事務の透明性の確保について留

意すべきもの
比較的多数の入札であるにもかか

わらず、毎年度、同一企業が落札し
ているので、指名業者数の拡大も含
めて、契約事務の透明性・公正性の
確保について工夫が求められる。

空調設備運転・保守業務委託
清掃及び塵芥処理業務委託
指名業者の範囲拡大・入れ替え等に

より競争性のある方式とすべきもの
指名競争入札導入時より、指名業

者の入れ替えが全く行われていない
が、指名業者の入れ替え等により、
より競争原理の働いた競争入札にす
べきである。

学校給食調理業務委託
①指名競争入札について工夫を要す

るもの
指名業者が辞退するなど、競争入

札の形式をとりながら、その実態は
１者だけを相手に契約しているのと
変わらないので、競争性のある業者

対応可能な業者の参入があれば、業
務遂行能力等を精査・検証の上で指名
に加えるなど、競争性の確保に努めて
いく。

指名業者数の拡大を図るとともに、
電子入札を活用するなど、透明性・公
平性を確保していく。

平成16年度から、指名業者の入れ替
えを図るなど、競争性の確保に努めて
いる。

県内において対応可能な業者の新規
参入があれば、業者の業務遂行能力等
を精査・検証した上で指名に加えるな
ど、競争性の確保に努めていく。
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選定ができるよう工夫されたい。
②調理関連業務報告の内容の検証を

適時・的確に行うべきもの
調理業務従事者については、学校

の承認を受けて業務に従事するべき
ものであるが、それ以外の者が従事
している報告をそのまま受け取るな
ど、適当ではないので、報告に異常
を認めたときは、その内容を速やか
に把握して対応するよう受託業者の
指導を的確に行われたい。

２　設計・積算
県庁構内駐車場整理業務委託
積算に当たって是正すべきもの
時間外勤務手当の積算に当たって

は、通常の勤務の場合については、
県庁の勤務日に合った積算を行うべ
きであり、また、県が必要と認める
場合については、別途、過去の実績
を踏まえて適正に積算すべきである。

社会福祉村内一般廃棄物収集運搬
処理業務委託
一般廃棄物の収集等業務実績が反映

する契約に改善すべきもの
前年度実績等を参考に収集・運

搬・処理量を積算しているが、処理
量は容易に把握することができるこ
とから、単価による契約とし、一般
廃棄物の収集等業務実績が反映する
契約に改善すべきである。

情報処理技術者活用事業等に係る

平成17年度から、契約締結時におい
て、委託業務を履行させる従事者を届
け出させるとともに、届け出た従事者
以外の者に委託業務を履行させようと
するときは、遅滞なくその旨を届け出
ることを契約書において義務付けた。

平成17年度から、時間外勤務手当に
ついては、開庁日を基準にした日数に
より積算している。
また、県が必要と認める場合につい

ては、別途勤務実績等を踏まえ適正に
積算していく。

平成17年度から、単価による契約と
した。

情報処理業務委託
①予定価格の積算数値を的確に設定

すべきもの
業務に対する人工についての的確

な把握ができておらず、業者の情報
に頼らざるを得ない状態が続いてい
るので、翌年度の契約予定価格の積
算に生かすデータ収集を行うべきで
ある。

②入札手続きに疑義のあるもの
指名業者が何社だったかに関する

記録が欠けているが、入札手続きに
ついては、その経過を記録し適正に
行われたことを検証できるようにし
ておかなければならない。

通学バス運行業務委託
①整備管理者の届出がないもの
契約書で通学バス車両の整備管理

者の届出が必要となっているが、そ
の届出がない。

②積算価格を見直すべきもの
終日の給与を基に積算されている

が、業務内容は登下校便の運転・添
乗が主であり、前年度実績を参考に
するなど、業務実態に則した予定価
格の積算とするよう検討すべきであ
る。

スクールバス運行業務委託
予定価格の積算方法を改善すべきも

の

平成17年度から、報告書様式を改め、
業務内容と要した時間を記入させるな
ど、翌年度の契約予定価格の積算に生
かすデータ収集を行っている。

平成17年度から、入札手続きが適正
に行われたことが検証できるよう、指
名業者数の記録を含め、手続きの経過
が分かるよう対処している。

平成17年度から、契約締結時に通学
バス車両の整備管理者の届出を提出さ
せている。

過去の実績を参考に拘束時間に応じ
た時給を基礎とした積算とするととも
に、労務単価や燃料費などについて見
直した。

過去の実績を参考に拘束時間に応じ
た時給を基礎とした積算とするととも
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運転員・添乗員の１日の拘束時間
に見合った積算方法とするなど、業
務の実態を正確に把握した上で、落
札価格と予定価格との乖離状況に対
応する積算の考え方を打ち出すべき
である。

スクールバス運行委託
設計を的確に行うべきもの
実働５時間で処理する業務につい

て、労務単価の１日額をそのまま使
用して積算しており、適当でない。
また、送迎用バス待機駐車場借り

上げ料金を見込んでいるが、隣接す
るあけぼの医療センター所管の駐車
スペースを使用する方向で検討すべ
きである。

スクールバス運行業務委託
予定価格の積算に一層の工夫が望ま

れるもの
低価格での落札が続いており、契

約の相手方等からの関係データの収
集・分析を行い、予定価格積算のあ
り方を検討されたい。

３　契約書式・履行指導
県庁舎及び構内維持補修業務委託
控え室等場所の提供について契約書

等に明確に規定しておくべきもの
控え室等県庁舎内の一定の場所を

提供しているが、場所の提供及び光
熱水費の負担等について契約書その
他仕様書等に定められていないので、

に、労務単価や燃料費などについて見
直した。

過去の実績を参考に拘束時間に応じ
た時給を基礎とした積算とするととも
に、労務単価や燃料費などについて見
直した。
また、送迎用バス待機駐車場につい

ては、当養護学校内に駐車スペースを
設けた。

過去の実績を参考に拘束時間や労務
単価、燃料費などについて見直したが、
今後も、関係データの収集・分析を行
っていく。

平成17年度から、控え室等場所の提
供や光熱水費の負担について、その旨
を契約書に定めた。

契約書において明確に規定しておく
べきである。
知事及び部長宿舎植栽管理業務委

託
①樹木等の性質に沿った適時・適切

な剪定を行わせるよう指示すべきもの
樹木等の性質に沿った適時・適切

な剪定を行わせるよう指示をすべき
である。

②剪定等処分料について処分方法の
実績に基づく追加契約とすべきもの

剪定等処分費用の単価については
契約書作成の段階で決定しているが、
単価の積算に当たっては処分料の実
態を踏まえて行い、剪定等処分料の
処分方法の実績に基づいて、別途、
追加の単価契約とすべきである。

県庁構内等植栽管理業務委託
①樹木等の性質に沿った適時・適切

な剪定を行わせるよう指示すべきもの
樹木等の性質に沿った適時・適切

な剪定を行わせるよう指示をすべき
である。

②剪定等処分料について処分方法の
実績に基づく追加契約とすべきもの

剪定等処分費用の単価については
契約書作成の段階で決定しているが、
単価の積算に当たっては処分料の実
態を踏まえて行い、剪定等処分料の
処分方法の実績に基づいて、別途、
追加の単価契約とすべきである。

平成17年度から、樹木等の性質に沿
った適時・適切な剪定時期を明記した
工程表を作成させ、それを遵守させる
とともに、その実施状況を確認してい
く。

平成17年度から、剪定等処分費につ
いては、処分方法の実態を踏まえ、実
績に基づく単価により、別途、追加契
約する。

平成17年度から、樹木等の性質に沿
った適時・適切な剪定時期を明記した
工程表を作成させ、それを遵守させる
とともに、その実施状況を確認してい
く。

平成17年度から、剪定等処分費につ
いては、処分方法の実態を踏まえ、実
績に基づく単価により、別途、追加契
約する。
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富士ふれあいの村機械設備等管理
業務委託
①仕様書と点検報告書とを一致させ

るべきもの
仕様書における機械類の種類別の

点検数量及び点検回数項目と点検結
果報告書とが一致するように指導す
べきである。

②契約書等に明確に規定しておくべ
きもの

控え室等庁舎内の一定の場所を提
供しているが、場所の提供及び光熱
水費の負担等について契約書その他
仕様書等に定められていないので、
契約書において明確に規定しておく
べきである。
また、煤煙測定等については再委

託されているが、無制限の再委託と
ならないよう、契約書に再委託に関
する規定をおくべきである。

ボイラー運行及び施設保守点検業
務委託
点検結果報告書の提出等契約書等に

おいて明確に規定しておくべきもの
契約条項等において保守点検結果

報告を義務付けておくべきである。
また、休息場所等事務所内の一定

の場所を提供しているが、この場所
の提供について契約書その他仕様書
等に定められていないので、契約書
において明確に規定しておくべきで
ある。

仕様書における機械類の種類別の点
検数量及び点検回数項目と点検結果報
告書が一致するよう、業者に対し指導
していく。

平成17年度から、控え室等場所の提
供や光熱水費の負担について、その旨
を契約書に定めた。
また、県の承諾を受けて再委託でき

る旨を契約書に定め、業務の再委託が
必要となった場合には、再委託を行う
業務の範囲・内容等を十分調査した後、
承認手続きを取る。

平成17年度から、契約書において保
守点検結果報告の提出を義務付けると
ともに、休憩・待機場所の提供や光熱
水費の負担について、その旨を契約書
に定めた。

あけぼの医療福祉センター及びあ
けぼの養護学校ボイラー運転管理業
務委託
控え室等場所の提供について契約書

等に明確に規定しておくべきもの
控え室等事務所内の一定の場所を

提供しているが、場所の提供及び光
熱水費の負担等について契約書その
他仕様書等に定められていないので、
契約書において明確に規定しておく
べきである。

県有林保全対策業務
実態にあった契約を交わすべきもの
特記仕様書は、成果品として「境

界復元経過説明書」を提出すること
としているが、境界復元経過説明書
にかかる業務は、県が直接行ってい
るために、この契約での成果品とし
ては必要のないものである。
委託する業務の実態にあった契約

書を作成し、契約を締結すべきであ
る。

道路交通の円滑化を図るための定
数設定変更業務委託
改善状況を警察本部で直接検査すべ

きもの
委託した業務の執行状況が業者の

報告書の通り改善されているかどう
かを県警本部が直接検査すべきであ
る。

平成17年度から、控え室等場所の提
供や光熱水費の負担について、その旨
を契約書に定めた。

今後、同様の場合にあっては、業務
内容を十分精査し、実態にあった特記
仕様書を作成していく。

平成17年度から、定数設定値の妥当
性の判断資料として、交通量調査結果
とともに信号定数変更状況のデータを
提出させ、対象交差点ごとに現地検査
を実施することにより、その内容を確
認していく。
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第３　随意契約
県民情報プラザショーウインドー

展示業務委託
企画提案方式の審査の透明化を図る

べきもの
企画書審査の業者決定理由は、抽

象的なものであり、合理性を推定さ
せる具体的、数量的なものとなって
いない。
企画コンペの審査を数量化し、決

定の透明化を図るべき。

県営林道維持修繕業務委託
より競争性のある契約方法に改善す

べきもの
当該業務は過去５年間同一業者と

随意契約を行っており、見積合わせ
が形骸化している恐れもあるため、
見積もり業者数の増加や見積もり業
者の入れ替え等、より競争性のある
契約方法に改善すべきである。

県職員採用試験案内ポスター・パ
ンフレット制作委託
予定価格の算定を検討すべきもの
予定価格の積算基準は10年前のも

のを使用しており、見直しが行われ
ていないので、積算項目の内容を分
析し、価格減額が可能な項目がない
かを検証すべきである。

自然歩道等管理委託
委託業務の報告につき指導すべきも

の

平成17年度から、企画コンペ実施要
領に採点による審査の基準を明示し、
審査内容を数値化し、業者決定の透明
性を図っている。

平成17年度から、見積もり業者の入
れ替えを図るなど、競争性の確保に努
めている。

平成16年度にパンフレットのページ
数を見直したが、平成17年度からは、
当該委託業務を廃止し、印刷製本費で
パンフレットのみを作成することとし
た。

平成17年度から、報告書記載内容を
統一するとともに、添付写真の作業時

契約期間満了後、所定の様式で作
業実績報告と作業現場写真を添付さ
せることで業務の確認をしているが、
委託した管理作業の実施状況が適正
に把握できるように報告書記載内容
の統一及び添付写真の作業時期、場
所、作業前後の状況を確認できる写
真の添付を指導すべきである。

第４　１者随意契約
１　設計・積算

県政特別番組の制作及び放送業務
委託
予定価格の積算を抜本的に見直すべ

きもの
中継車使用料が計上されているが、
過去５年間において中継放送がされ
た事実がなく、こうした番組制作の
実態と乖離した予定価格の積算は、
抜本的に見直すべきである。
なお、この委託による放送エリア

は、県人口の約半数をカバーするも
ので、残りの半数に情報提供できな
いことは、県の施策等を県民に周知
するとの本来の目的が達成されてい
るか疑問が残る。
また、委託業務は、開始後16年を

経過しており、情報提供の手段が多
様化していることなどから、視聴率
の検証や県民に対する放送の効果を
検証し、県民へのＰＲのあり方を検
討すべきである。

期、場所、作業前後の状況を確認でき
る写真の貼付を指導している。

予定価格の積算は、平成17年度から
番組制作の実態に沿ったものとした。
放送エリアについては、平成17年度

から㈱日本ネットワークサービスで制
作した番組を県内にある全てのCATV局
で放送することとし、これにより約８
割の世帯に情報提供することが可能と
なった。
また、平成17年度放送予定の４回の

番組のうち、１回を対象に視聴率調査
を実施し検証する。
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自動車二税申告書取りまとめ及び
完納指導業務委託
積算については委託業務の実態に見

合ったものとすべきもの
総取扱事務量の把握に必要な資料

を有していないなど、積算について
の合理性を認めることができないの
で、委託料の積算について、委託業
務の実態に基づいた数値により行う
べきである。

危険物取扱者免状及び消防設備士
免状作成業務委託
委託単価の積算根拠を入手すべきも

の
委託単価は、５年間変動がなく、

単価の積算内容についても把握して
おらず、単価決定に関する情報を入
手していないのは適切でない。

危険物取扱者保安講習事業委託
委託経費の積算に当たり委託業務の

範囲内とすべきもの
消防庁からの通知による必要にし

て十分な額とは別に、事務局職員に
係る人件費相当額が計上されている
ことは、委託業務に対して過大な経
費の支出であり、適正でない。

重症心身障害児（者）通園事業委
託
剰余金の返還を求めるべきもの
委託費収支計算書が会計年度の期

日までに提出されておらず、また、

平成17年度から、総取扱事務量、人
件費等について、根拠となる報告書等
により確認し、積算に反映する。

委託単価の基準となる手数料の額に
ついては、国の標準政令で定められて
おり、過去５年間改正がない。
委託単価の積算根拠については、（財）
消防試験研究センターに確認した。

業務の内容及び事務局との関係のあ
り方について検討し、平成18年度から
見直す。

平成17年度から、会計年度の期日ま
でに、委託費収支計算書の提出を受け
る。

委託費に剰余金が生じているにもか
かわらず、返還の手続きを行ってい
ないのは適正でない。

高齢者総合相談事業委託
専門相談の設定について柔軟な対応

が必要なもの
法律相談を除いて専門相談の実績

は非常に悪く、相談需要の発掘に努
めるとともに、相談需要の極めて少
ないものについては廃止し、新たな
専門相談を実施するなど、柔軟な対
応が必要である。

基準寝具の賃貸業務委託契約
①債務負担行為を定め複数年契約と

すべきもの
当該賃貸業務委託契約は、事実上

３年のリース契約として翌年度以降
にも債務を義務付けていることから、
債務負担行為を定めて３年の複数年
契約を行うべきである。

②単価契約における数量実績を明確
にすべきもの

発注方法及び納品についての定め
がないため、仕様書等において納入
量が明確になるように定めておくべ
きである。
積算金額を単に12分割した金額を

毎月支払っており、単価契約の趣旨
とは異なることから適切でない。

飼えなくなった犬及び猫の運搬業

また、剰余金については、平成16年
度中に返還を受けた。

市町村窓口やイベントを通じてリー
フレットを配布するなど、広報活動を
行っていく。
また、平成17年度から、専門相談は、
需要が極めて少ない住宅・設備、税金、
医療、年金の各相談を廃止し、需要の
多い法律相談と介護・看護相談を実施
する。

平成17年９月議会において制定する
「長期継続契約に関する条例」に基づき、
平成18年度から複数年契約を行う。

平成17年度から、総納品数を確認す
るため、仕様書に納品書を提出するこ
とを義務付けるとともに、単価契約を
改め総額ベースの契約とした。
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務委託
新規購入とリース調達との比較検討

を行うべきもの
県で特別車両を新規購入し業者に

貸与する場合と業者がリースによっ
て調達する場合とを比較検討し、経
済的により良い方法を選択すべきで
ある。
実質的には将来にわたって債務の

負担を負うにもかかわらず債務負担
行為の措置をとっていないのは適正
でない。

空調設備用自動制御機器年間保守
業務委託
自動更新契約を是正すべきもの
当年度の12月31日を過ぎると、次

年度契約が同一内容にて自動更新さ
れるとなっているのは、適正でない。

県有試験研究施設実験廃液処理委
託
委託業務量に見合った積算とすべき

もの
実績処理量は、契約書予定量より

も少ない状態が続いていることから、
実績処理量に見合った積算とすべき
である。

境界（恩民界）保全巡視業務委託
境界保存責任の帰属する者に応分の

負担を求めるべきもの
県が境界保全費用の全てを負担し

ているが、保護団体にも境界保存の

業務委託の方法等について比較検討
し、最善な方法を選択していく。
また、平成17年９月議会において制

定する「長期継続契約に関する条例」
に基づき、平成18年度から複数年契約
を行う。

平成16年度は自動更新条項を削除す
る変更契約を締結し、平成17年度から
は自動更新条項を削除した。

平成17年度から、過去５か年の平均
実績処理量に基づき契約予定額を算出
している。

当該条例は、保護団体に対し、境界
標などの標識の保存を含め火災予防や
盗伐防止などの責任を規定したもので
あり、県有林と民有地との境界を明瞭

義務があるので、恩賜県有財産管理
条例に基づく各保護団体と県の境界
標保存の責任分担を明確にし、それ
ぞれが応分の負担をした上で、事業
を実施すべきである。

食肉流通合理化対策事業委託
委託内容を明確にすべきもの
県職員の派遣人件費を支払ってい

るものの、契約書には県職員の派遣
業務についての記載がなく、支出の
実態と委託契約内容とが一致しない
ので、委託内容を明確にするととも
に、県が負担する人件費とのバラン
スについて検討すべきである。

農業近代化資金及び農村住宅資金
の電算業務委託
委託業務量に見合った予定金額の積

算を行うべきもの
データ処理量が40％強減少してい

るにもかかわらず、電算処理時間に
５年間変動がないことは不自然であ
り、予定金額の算定に当たっては、
委託する業務量を過去のデータから
的確に把握した上で行わなければな
らない。

富士山マイカー規制業務委託
業務委託に係る設計・積算を実態に

即したものとすべきもの
台風による被害のため駐車場予定

地の整備の必要が生じたため、警備
の再委託費分を減少させ調整してい

にし、境界侵犯等を未然に防止するた
めの境界管理業務は、土地所有者であ
る県の責務であることから、保護団体
に経費の負担を求めることはできない
と考える。

業務の内容及びセンターとの関係の
あり方について検討し、派遣人件費の
計上方法については、平成18年度から
見直す。

平成17年度から、過去のデータ処理
量などを精査し、当該年度に想定され
る業務量に見合った積算を行っている。

平成16年度は、受託者に対しては、
適正な報告を行うよう指導した。
なお、平成17年度に富士山有料道路

が維持管理有料道路に移行したのに伴
い、マイカー規制に関する業務は山梨
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るが、積算価格が個別業務の処理に
要する経費に見合っておらず、適正
でない。

環境影響調査業務委託
予定価格の決定方法につき改善すべ

きもの
３者から見積もりをとり、その平

均を用いて各業務の積算単価を決定
し、その平均単価を積み上げて委託
額を積算したため、委託業者がこれ
より安く見積もりを出してきている
にもかかわらず、結果としてこれよ
り高い金額で契約したのは適正でな
い。

空調設備保守業務委託
積算根拠を明確にすべきもの
仕様書において点検項目が定めら

れているが、点検結果報告書が作成
されていないため、報告書の提出を
求め、これを参考として、点検にか
かる時間等を検討し合理的根拠のあ
る積算をすべきである。

風営適正化法に基づく管理者講習
及び調査業務委託
委託業務の実態に合う積算金額とす

べきもの
調査員人件費や管理者的立場の職

員に対する人件費の積算に当たって
は、実際の業務量に見合うよう実稼
動日数を反映させるべきである。

県道路公社自らが実施することとなる
ため、当該委託業務は廃止した。

今後、設計単価について標準積算基
準がない場合には、原則３者以上の見
積もりを徴収し、最低値かつ仕様に合
ったものを積算単価として採用する。

平成17年度から、点検結果報告書を
提出させるとともに、運転状況点検確
認について実際に要する時間等を反映
して積算している。

人件費の積算については、委託業務
の内容及び協会との関係のあり方につ
いて検討し、平成18年度から見直す。

Ｘ線回折装置、蛍光Ｘ線分析装置
の保守点検業務委託
積算根拠を明確にすべきもの
業者提示額から値引き交渉をし予

定価格としているが、契約額の妥当
性の根拠となる積算は行われていな
いので、保守点検にかかる人件費、
部品交換費用、部品耐用年数のデー
タを蓄積し、検証することにより的
確な積算をすべきである。

甲府養護学校他消火栓設備等保守
点検委託
不合格判定の消火用ホースの点検が

不経済支出となっているもの
上期に不合格の判定が出たホース

について、下期に点検委託したこと
による費用の支出が不経済なものと
なっており適切でない。

県有競技用馬飼育管理委託
予定価格の積算を適切に行うべきも

の
委託料の算定は、競技用馬の飼育

に掛かる費用を実際の飼育状況を基
礎に人件費単価、諸経費等を積み上
げて算定すべきものであり、委託す
べき業務の範囲等基本に立ち返って
の見直しが必要と考える。

博物館収蔵資料のカード作製業務
委託
業務委託の設計が適切を欠くもの
受託者以外に業務を行うことがで

平成17年度から、保守作業にかかる
人件費、部品交換費用、部品耐用年数
について、過去の実績を分析し積算し
ている。
今後は、これらのデータを蓄積・検

証することにより、積算に活用してい
く。

点検の結果不合格となったホースに
ついては、速やかに交換していく。

業務の内容及び財団との関係のあり
方について検討し、平成18年度から見
直す。

今後、同様な場合にあっては、対応
可能な業者の参入があれば、その業務
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きないとして１者随意契約としたが、
その理由は説得力に乏しい。
また、既に博物館の学芸員が確保

されている状況を踏まえて、直営で
の処理の可能性を検討し、真に必要
と判断できる場合にのみ委託するも
のでなければならない。

２　契約書式
山梨県ナースセンター事業委託
①契約書に要綱及び要領を添付すべ

きもの
事業実施に当たっての事業指針及

び具体的な詳細事項を示した山梨県
ナースセンター委託事業実施要綱及
び同要領が、契約書に添付されてい
ないのは適正でない。

②契約に従って全体の事業実施報告
書を提出させるべきもの

ナースセンター事業の一部の事業
であるナースバンク事業の実施報告
書しか提出されていないにもかかわ
らず、委託料を精算することは適正
でない。

障害児（者）地域療育等支援事業
委託
①契約書において契約額を明記すべ

きもの
契約書に添付されていない実施要

綱に契約金額を委任することなく、
国庫補助単価を契約単価として契約

遂行能力等を精査・検証の上で指名に
加えるなど、競争性の確保に努めてい
く。
また、博物館収蔵資料のカード作成

業務については、博物館の開館に伴う
膨大なカード作成のため委託としたも
のであり、開館以降については学芸員
がその作成に従事していく。

平成17年度から、契約書に山梨県ナ
ースセンター委託事業実施要綱及び同
要領を添付した。

平成17年度から、全事業の実施報告
書を提出させる。

平成17年度から、国庫補助単価を契
約単価として契約書に明記した。

書に明記すべきである。

②契約書に実施要綱を添付すべきもの
実施要綱が仕様書の役割を持って

いることなどから、委託契約書に実
施要綱を添付していないのは適正で
ない。

知的障害者生活支援事業委託
①契約書に契約額を明記すべきもの
契約書にも契約額を委任した実施

要綱にも金額を明記されていないが、
国庫補助単価によって契約額を算定
し、契約書に明記すべきである。

②契約書に実施要綱を添付すべきも
の

実施要綱が仕様書の役割を持って
いることなどから、委託契約書に実
施要綱を添付していないのは適正で
ない。

保育士登録業務委託契約
手数料の収納委託について県公報で

告示すべきもの
保育士登録業務の委託と併せて手

数料の収納を委託しているが、この
旨を告示し、かつ、納入義務者の見
やすい方法による公表を行っていな
いのは適正でない。

３　履行指導・検査
心身障害者小規模作業所支援事業

委託

平成17年度から、契約書に実施要綱
を添付することとした。

平成17年度から、国庫補助単価を契
約単価として契約書に明記した。

平成17年度から、契約書に実施要綱
を添付した。

平成17年度から、県公報により告示
を行っている。
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前払方法の改善及び事業計画の正確
性について検討すべきもの

前払いを行い、契約期間終了直前
において大幅な契約額の変更を行い
返還させているが、団体の失業者へ
の賃金支払いに支障を来たさない程
度に前払いを行うとともに、事業計
画の正確性・実現性を確保できるよ
う契約すべきである。

清里の森文化振興業務委託
実績報告書の見直しをすべきもの
設計した項目の全てにわたって実

績金額が、契約時の金額と一致する
のは不自然であるので、委託した業
務の実施年度の実績を的確に表現し
た実績報告書を提出させるようにす
るとともに、必要に応じて立入検査
等を実施して、委託した業務の処理
状況を的確に把握するための指導を
徹底されたい。

障害者パソコンボランティア養
成・派遣業務委託
委託業務の当初計画にない支出内容

について、県が確認すべきもの
ボランティア養成費及びボランテ

ィア派遣旅費が実績では減少し、備
品購入費が実績では増加するなど、
当初見積もりと実績で支出科目明細
に大きな差異があるので、県は、委
託した業務が確実に実施されるよう
指導するとともに、業務の内容に変
更が生じた場合には、県の承認を受

今後は、同様な場合にあっては、支
払いは数回に分けて前払いを行う。

関係書類の照合などにより実績確認
を行うとともに、必要に応じて実施状
況を随時確認する。

事業計画に沿って適切に事業が執行
されるよう指導していくとともに、業
務内容に変更が生じた場合には、承認
手続きを取る。

けたうえで変更するよう指導を徹底
すべきである。

児童扶養手当システム運用サポー
ト業務委託
委託業務の実績について詳細な報告

を受けるべきもの
四半期毎に提出される「委託業務

完了報告書」は、表紙一枚の完了報
告の記名押印のみの内容であり、実
際の運用サポートの実績が把握する
ことができないので、委託業務の業
務量の実態に基づいて委託費を積算
するとともに、委託業務の実績につ
いて詳細な報告を受けるべきである。

第５　より競争性を
山梨県女性労働者就業実態調査業

務委託
①より競争性のある契約方法に改善

すべきもの
当該調査は一般的なアンケート調

査であることから、１者随意契約す
る理由に乏しいので、より競争性を
もたせるような契約方法に改善すべ
きである。

②実態調査結果をより有効活用すべ
きもの

当該調査は３年に１回実施されて
きているが、調査項目ごとの時間的
変化・変遷の状況等が十分に整理・
把握されているとは言い難く、実態

平成17年度から、仕様書に運用サポ
ートの業務内容を具体的に記載すると
ともに、実施した作業内容と作業工数
が分かるよう報告を求める。

次回の調査からは、指名競争入札に
よる契約とし、競争性の確保に努めて
いく。

実態調査結果の整理・分析方法を見
直すことにより、県の施策形成に資す
るよう活用していく。
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調査結果をより有効に活用すべきで
ある。

空調設備保守点検業務委託
競争性のある契約方式とすべきもの
１者随意契約としているが、当該

業務は特定の業者でなければできな
い種類の業務とは言い難く、競争性
のある契約方式とすべきである。

文学館文学資料の撮影委託
より競争性のある契約方式とすべき

もの
１者随意契約が15年間続いている

ことなど、契約価格の適正化、決定
手順の公正性に疑問が残るので、よ
り競争性のある契約方式とすべきで
ある。

自家用電気工作物保安管理業務委
託
１者随意契約の方式を見直すべきも

の
電気事業法の改正で、認可業者で

も可能となったことから、より競争
性のある契約方法とすべきである。
また、契約書の様式が電気保安協

会のものを使用しているが、委託契
約について必要事項を記載した県の
様式に改めるべきである。

高度開発センター棟の空調用設備
機器保守業務委託
委託業務の随意契約を見直すべきも

平成16年度から指名競争入札を行う
とともに、年度ごとに指名業者の入れ
替えを行うなど、競争性の確保に努め
ている。

県内において対応可能な業者が存し
ないため、県外の業者の業務遂行能力
等を調査した上で、平成18年度から指
名競争入札を行う。

現在、電気事業法に基づく認可法人
は改正前の省令により指定された法人
のみであるため、今後、県内において
対応可能な業者が認可され次第、指名
競争入札等による契約方法としていく。
また、委託契約書の書式については、
平成17年度から県の様式に改めた。

平成17年度から、指名競争入札によ

の
受託者は、業務に関して速やかな

応急対策等県内唯一の業者であると
しながら、委託した業務に関して、
業務量の約38.7％を再委託しており、
１者随意契約での委託契約は適当で
ない。

第６　再委託
行政情報ネットワーク機器等保守

業務委託
①委託業務の再委託を検討すべきも

の
業務の一部再委託を認めているが、
下請通知書を委託先から提出させて
いるだけであるので、再委託先への
委託額や委託内容を十分把握検討し
た上で、承認手続きをとるべきであ
る。
また、指名業者が業務執行能力を

持ち、業務の大部分を第三者へ再委
託することがないかを事前に十分検
討すべきである。

②在庫品の管理をすべきもの
機器の補修、部品交換業務で部品

については、県が購入し受託業者に
預けているが、その使用状況や在庫
の状況を記録せず、在庫の実地棚卸
等の確認も行っていないのは適切で
ない。

高度開発センター棟の空調用設備

る契約とし、競争性の確保に努めてい
る。

平成17年度から、業者の業務遂行能
力等を精査・検証した上で指名手続き
を行っている。
また、業務の再委託が必要となった

場合には、再委託を行う業務の範囲・
内容、再委託先の業務遂行能力等を十
分調査した後、承認手続きを取る。

県が購入し業者に預けている交換部
品については、平成17年度から、受託
事業者に対して使用状況の記録や棚卸
等の実施など、部品の保管状況を明ら
かにする報告を定期的に行うよう指示
している。
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機器保守業務委託
委託契約と実態との間にずれがある

もの
契約書で再委託を禁じておりなが

ら、受託業務の再委託を行っている
が、一部でも再委託が認められる部
分があるならば、それに対応できる
契約条項を盛り込むなどの措置を講
じるべきである。

観光振興戦略策定調査委託
再委託の手続きに疑問のあるもの
契約条項には再委託禁止条項はな

いが、契約金額の19.4％が再委託され
ており、再委託について検討の上承
認する仕組みを契約書上に明らかに
し、手続きをすべきである。

富士山環境対策調査業務委託
再委託手続きを行うべきもの
契約金額の82.4％が再委託されてお
り、１者随意契約とする理由に乏し
いので、競争入札によるべきである。
また、再委託は契約書に規定がな

いが、再委託を認める必要がある場
合は契約条項に明確に定め、手続き
を的確に行うべきである。

山梨ガイドマップ改訂版作成業務
委託
再委託の扱いについて検討すべきも

の
再委託は契約書で禁止されている

が、製本作業部分について再委託を

平成16年度は再委託を可能とする変
更契約を締結し、平成17年度からは県
の承諾を受けて再委託できる旨、契約
書に定めた。

業務の再委託が必要となった場合に
は、再委託を行う業務の範囲・内容等
を十分調査した後、承認手続きを取る。

今後、同様の場合には、指名競争入
札やプロポーザル方式等による契約と
し、競争性を確保していく。
また、県の承諾を受けて再委託でき

る旨定めるとともに、再委託が必要と
なった場合には、再委託を行う業務の
範囲・内容等を十分調査した後、承認
手続きを取る。

県の承諾を受けて再委託できる旨定
めるとともに、業務の再委託が必要と
なった場合には、再委託を行う業務の
範囲・内容等を十分調査した後、承認

行っており、再委託が必要であるな
らば、契約上にその旨を明確にした
うえで、手続きをとらせるべきであ
る。

中山間地域総合整備事業・富士北
麓水源の里換地業務委託
田園居住空間整備事業（富士吉田

地区）換地業務委託
①再委託手続きを行うべきもの
契約書において、再委託する場合

は県の承諾を得なければならないと
しているが、承諾の手続きがなされ
ていない。

②委託先の選定を検討すべきもの
受託者は県土地改良事業団体連合

会に業務を再委託しているが、県営
換地計画等業務委託要領は、委託先
として同連合会も挙げていることか
ら、同連合会に直接委託できないか
検討すべきである。

松くい虫被害地調査・森林所有者
調査等業務委託
再委託の手続きを適正にすべきもの
契約書の条項により再委託の承認

についても書面によることが求めら
れるが、書面に残していないので、
契約書記載のとおり書面による手続
きを行うべきである。

行政情報ネットワーク監視業務委

手続きを取る。

委託先の市町村から再委託協議書の
提出を求めるとともに、再委託に当た
っては、契約書に則り県の承諾を得る
よう指導した。

土地の権利関係を扱う換地業務は、
地元の状況を把握し事業計画の策定に
中心的な役割を担う市町村に委託する
ことが適当であり、市町村への技術支
援を目的に設置された県土地改良事業
団体連合会に対しては、専門的な分野
について必要と認められる場合に、再
委託を承認していく。

今後、同様の場合にあっては、書面
による承認手続きを取る。
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託
再委託の承認手続きをとっていない

もの
業務の一部を他の業者に再委託す

る場合は県の承諾を得ることとなっ
ているが、受託者からは下請先業者
名、再委託内容、再委託金額等を把
握するための書類が提出されていな
いので、これらの資料を提出させ検
証し、その上で再委託の承認手続き
をすべきである。

第７　清掃業務委託
総合女性センター館内清掃及び設

備保守業務委託
①より競争性のある契約手続きとす

べきもの
過去４年間の指名参加業者は３者

であるが、財務規則は、なるべく５
人以上の入札者を指定しなければな
らないと規定しており、適正でない。

②予定価格の積算を適切に行うべき
もの

前年度の受託業者の見積りのみを
参照して積算しているが、県には清
掃・設備保守の多くの委託実績があ
るので、人工等の情報などを参考に、
設計・積算のよりどころとなる基準
を策定すべきである。

女子短期大学清掃業務委託
指名競争入札の透明性を図るべきも

業務の再委託が必要となった場合に
は、再委託を行う業務の範囲・内容、
再委託先の業務遂行能力等を十分調査
した後、承認手続きを取る。

平成17年度から、５者以上の業者を
指名している。

庁舎等の清掃業務委託の設計・積算
の基準を設け、平成18年度から取扱い
の統一を図る。

平成17年度から、指名業者の拡大を

の
５年間同一の業者が落札している

が、落札業者以外はいずれも前年度
の契約額を超えた入札金額となって
おり、不自然な入札結果であるので、
指名業者の拡大、指名業者の入れ替
え等を行い競争入札の透明性を図る
べきである。

清掃業務委託
①より競争性のある契約方法とすべ

きもの
指名業者は、過去５年間、全て同

じ業者であるので、より競争性のあ
る契約方式とするよう指名業者の入
れ替えを行うなど、工夫すべきであ
る。

②予定価格の積算に工夫が求められ
るもの

積み上げた金額から値引き率と称
して46％を減額し積算額としている
が、過去５年間落札できていること
からみても積算に不合理があると思
われるので、過去の実績から入手で
きるデータを参考にした適切な積算
とすべきである。

山梨県立美術館清掃業務委託
指名業者の入れ替え等により競争性

を高めるべきもの
過去落札業者は同一であり、落札

率も高く、指名競争入札のメリット
が発揮されていないので、指名業者

図るなど、競争入札の透明性の確保に
努めている。

平成16年度から、指名業者の入れ替
えを図るなど、競争性の確保に努めて
いる。

庁舎等の清掃業務委託の設計・積算
の基準を設け、平成18年度から取扱い
の統一を図る。

平成17年度から、指名業者の入れ替
えを図るなど、競争性の確保に努めて
いる。
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の拡大、指名業者の入れ替え等を行
い、実質的な競争性のある契約とす
べきである。

本館及び構内清掃業務委託
別館ほか清掃業務委託
県民情報プラザ清掃業務委託
委託契約における人件費等経費積算

に当たり統一的な基準を設けるべきも
の

事務所等において、人件費の基礎
額、消耗品費等物件費、諸経費等の
加算の有無、諸経費等率の違いなど
があり、その取扱いに統一性を欠い
ているのは妥当でないので、委託契
約の経費積算について統一的基準を
設けるべきである。

富士吉田合同庁舎清掃委託
委託契約における定期清掃経費の積

算に当たり統一的な基準を設けるべき
もの
定期清掃経費の積算に当たっては、
面積単価や諸経費等の取扱いに統一
性を欠いているのは適切でないので、
全庁的に整合性をもたせるように、
委託契約の経費積算について統一的
基準を設けるべきである。

センター清掃管理業務委託
定期清掃積算において面積等を算定

基礎とすべきもの
清掃業務量の算定基礎となる清掃

面積の表示がなく、清掃区分をしな

庁舎等の清掃業務委託の設計・積算
の基準を設け、平成18年度から取扱い
の統一を図る。

庁舎等の清掃業務委託の設計・積算
の基準を設け、平成18年度から取扱い
の統一を図る。

平成17年度から、清掃面積と清掃区
分について、仕様書及び積算書に明示
している。

いまま一律に定額で積算されている
のは適切でないので、清掃面積を仕
様書及び積算書において明確に表示
すべきである。
山梨県立文学館清掃委託
予定価格の積算方法を検討すべきも

の
県の施設の清掃委託の積算の考え

方をみると、県行政職人件費を基準
に積算しているもの、過去の業者見
積額を基準に積算しているもの、積
算資料で清掃員人件費単価を基準に
積算しているものと異なる方法によ
っているが、積算方法の共通性を検
討し、適正な積算方法による予定価
格の算出をすべきである。

第８　システム関連委託
公共事業等事前評価システム開発

調査業務委託
委託範囲の設定・契約方式を検討す

べきもの
同一年度内の事業として「基礎調

査」と「開発調査」を行うのであれ
ば、「基礎調査」と「開発調査」を一
体とした業務委託として設計・積算
し、競争性のある契約方式を採用す
べきである。

電子自治体システム構築支援業務
委託
委託事業化に当たり範囲を明確にす

べきもの

庁舎等の清掃業務委託の設計・積算
の基準を設け、平成18年度から取扱い
の統一を図る。

今後、同様な場合にあっては、一体
とした契約方法により発注するよう努
める。

今後、同様な場合にあっては、計画
段階において業務範囲、工程などを十
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前年度コンサルティング業務の下
請けをした業者を相手方とする１者
随意契約をしたが、事前に業務委託
の範囲を明確にしたうえで事業化し、
可能な限り、競争性のある契約方式
とするよう努めるべきである。

ＷＡＮ構築支援業務・ＷＡＮ独自
開発支援業務
事業計画を明らかにし進捗状況を把

握すべきもの
仕様書に年度ごとに具体的アプリ

ケーションソフト開発名の取り決め
がなく、委託業務内容が明確となっ
ていないとともに、８年経過してい
るが、完了時期が明らかになってい
ない。
また、一部業務について実質的に

再委託となっているが、契約条項に
よる承認をしたことが書面により確
認できない。

新税務システム（県民税配当割）
開発業務委託
システムエンジニア（ＳＥ）の技術

レベルに応じた単価設定を行うべきも
の

システムエンジニアの１人月の単
価について、見直しを行っておらず、
また、システムエンジニアの技術的
レベルについても考慮はしていない
ので、業務内容により複数設定とす
べきである。

分に精査・検証し、全体計画を明確に
した上で一体として発注するよう努め
る。

平成17年度から、仕様書に具体的な
委託業務内容及び開発業務を明記する
とともに、年度毎の計画及び計画達成
率等を明記した山梨県警察WANシステ
ム事業計画を策定し、事業の完了時期
を明らかにした。
また、契約書に再委託する場合の申

請書の提出及び承認書の交付について
規定した。

積算の統一的な手法は、全国的にも
確立されたものがない状況にあるので、
当面は、情報政策課において、開発・
維持管理業務の経費の妥当性を確認し
ていく。
さらに、他県の先進事例の調査や、

実績の分析とデータ蓄積を行い、予算
執行時に使用可能なシステムエンジニ
ア等の技術レベルや業務内容に応じた
単価や積算基準を設定するための検討

財務会計システム維持管理業務委
託
設計・積算を的確に行うべきもの
システムエンジニア単価を発送物

の封入封緘作業等システムエンジニ
アの能力を要しないと思われる全て
の委託業務に適用しているので、所
要人月の正確な見積もりと同時に、
月額単価も作業に見合ったものとす
べきである。
また、軽微なシステムの修正・変

更に係る業務量は、前年度以前から
の各種報告で対象業務量がどの程度
かを把握できるので、設計・積算に
ついては、過去の実績を踏まえて的
確に行うべきである。

県ホームページ新検索システム構
築業務委託
業務内容に応じたシステムエンジニ

アの単価設定をすべきもの
客観性のある積算を実現すること

が困難な状況にあるので、今までの
関連情報の蓄積を生かしながら、委
託する業務の内容に応じたシステム
エンジニア単価を設定すべきである。

技術ＳＥ業務委託

を進める。

平成17年度から、前年度の実績を参
考にするとともに、当該年度に想定さ
れる業務量の増減を勘案して工数積算
を行っている。
また、バッチ処理・出力帳標の裁

断・封入封緘等の業務については、積
算単価を見直した。

積算の統一的な手法は、全国的にも
確立されたものがない状況にあるので、
当面は、情報政策課において、開発・
維持管理業務の経費の妥当性を確認し
ていく。
さらに、他県の先進事例の調査や、

実績の分析とデータ蓄積を行い、予算
執行時に使用可能なシステムエンジニ
ア等の技術レベルや業務内容に応じた
単価や積算基準を設定するための検討
を進める。
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業務委託の設計・積算に当たり工夫
が求められるもの

毎日の作業日報の提出を求め、常
駐して処理する必要がある業務量、
処理要員の技術レベルや員数等のデ
ータを収集・分析することにより、
過去の実績を踏まえて設計・積算を
的確に行うべきである。

水田農業経営確立対策事務処理シ
ステム業務委託
予定価格の積算を適正に行うべきも

の
事務処理システムに係る業務量が

年々変動しているにもかかわらず、
委託業務の実態を把握した上での積
算がされていない。

農業農村整備事業標準積算システ
ム山梨県版開発及び保守業務委託
予定価格の積算に当たって工夫が求

められるもの
カスタマイズに係る委託業務の内

容にはメンテナンス相当のものが含
まれ、メンテナンスに係る委託業務
の所要人日に幅のあることなどが見
受けられることから、予定価格の積
算に当たって、前年度以前の委託業
務の内容を実績報告等によって把握
し、そのデータを利用するなどして、
適正性、公正性の向上に向けての工
夫が求められる。

指紋情報管理システム機器保守委

日報については、平成16年10月分か
ら作成しており、平成17年度の入札仕
様書にも日報及び毎月の作業報告書の
作成を明記した。
今後は、過去の日報及び作業報告書

の内容を分析した上で、設計・積算を
行う。

当該業務は、平成16年度から事業実
施主体が農業団体等に変更されたこと
から終了した。
今後、同様な場合にあっては、業務

量に見合った積算を行う。

平成17年度から、過去の実績等から
業務内容を把握するとともに、詳細な
実績報告書及び積算根拠データの提出
を求め、所要人日の検証を行う。

託・同ソフトウェア保守委託
①積算根拠を明確にすべきもの
積算金額は、契約先が提示した保

守単価を合計したものとなっている
が、保守単価の妥当性の検討がなさ
れていないので、契約額の妥当性を
判断するため、保守作業にかかる人
件費、部品交換費用、部品耐用年数
のデータを蓄積することにより積算
根拠を作成すべきである。

②契約の統合について検討すべきも
の

本システムは、ハードウェアとソ
フトウェアが一体となって機能する
ものであり、障害が発生した場合、
両方の原因が考えられることなどか
ら、保守契約を別々にする合理的理
由は見当たらない。

ホスト中心型システム開発支援業
務委託
積算のステップ数と実績を比較検討

し積算の妥当性を検証すべきもの
実績ステップ数が把握されていな

いので、実績ステップ数を集計する
ことにより積算の妥当性を検証し、
次年度以降の積算に反映させるべき
である。
また、実質的に再委託となってい

るが、契約条項に定める再委託の承
認を行い、承認書類を保管すべきで
ある。

当該事業は、平成16年度末をもって
終了した。
今後、同様の場合にあっては、保守

単価の妥当性について検討していく。

今後、同様の場合にあっては、保守
委託を一本化し発注する。

平成17年度から、前年度及び前々年
度の委託業務内容、設定ステップ数、
実績ステップ数を参考に設定ステップ
数を算出し、積算の根拠としている。
また、契約書に再委託する場合の申

請書の提出及び承認書の交付について
規定した。

（8）

（9）

（10）

（11）



山 梨 県 公 報 号 外 第 五 十 九 号 　 　 平 成 十 七 年 十 月 六 日 一 九

旅費システム維持管理業務委託
予定価格の積算を委託業務の実態に

即したものとすべきもの
システムエンジニアの常駐実績は

積算日数と比較すると大幅に少ない
ので、予定価格の積算に当たっては、
過去の実績を参考にしながら、常駐
日数の妥当な規模を設定すべきであ
る。

テクニカルサポート業務委託
業務の統合につき検討すべきもの
情報通信系基盤に係る業務委託に

ついては、個別の業務として別々に
委託されているが、整理統合して、
合理的・効率的な利活用ができる体
制を確立すべきである。
また、委託の内容業務もいくつか

の種類に分かれているが、一連の業
務として統合可能なものについては
統合し、全体の把握がしやすく、コ
ントロールしやすい枠組みとするよ
う検討されたい。

土木設計積算システム保守・運用
支援業務委託
市町村にも負担を求めるべきもの
当該システムは、県、市町村等が

同時に導入したにもかかわらず、ソ
フトウエアのカスタマイズ・運営支
援費の一部について、市町村は負担
していないので、適正でない。

平成17年度から、過去の実績を参考
に、予定される作業内容に即して積算
する。

平成17年度中に、各業務内容や現状
での課題を整理するとともに、業務の
整理統合の可否及びこれに伴う経費節
減効果等について検討し、平成18年度
から、この検討結果を踏まえた合理的
かつ経済的な形での委託を実施する。

平成17年度に、システムを利用して
いる市町村等と協議し、今後の運営支
援費等のあり方について検討する。

第９　警備業務委託
警備委託（総合農業試験場外47施

設）
警備委託（南巨摩合同庁舎外10施

設）
警備委託（福祉プラザ外４施設）
機械警備委託契約について一定期間

経過ごとに競争入札すべきもの
出先庁舎の機械警備委託契約につ

いては、初年度に指名競争入札によ
り受託者を決定し、翌年度以降は年
度ごとに１者随意契約としているが、
自動警報装置等機械設備の償却年限
等の一定期間で区切り、一定期間が
経過するごとに競争入札を行うべき
である。
また、債務負担行為制度を利用し

た複数年契約を導入すべきである。

県民情報プラザ警備業務委託
委託契約の積算方法について検討改

善すべきもの
人的警備を実施している委託契約

の積算は、人件費算定の基礎、諸経
費の取扱い等について、庁内で統一
的な方法では行われておらず、適切
でない。

県立学校及び教育施設等の夜間機
械警備業務委託
競争性のある契約方式について検討

すべきもの
警備設備の耐用年数を考えれば、

一定期間ごとに競争入札に付するこ

平成18年度から、機器の耐用年数や
減価償却などの期間が経過した施設に
ついて競争入札を行うとともに、平成
17年９月議会において制定する「長期
継続契約に関する条例」に基づき複数
年契約を行う。

庁舎等の警備業務委託に係る人的警
備の経費算出については、積算の基準
を設け、平成18年度から取扱いの統一
を図る。

平成18年度から、機器の耐用年数や
減価償却などの期間が経過した施設に
ついて競争入札を行うとともに、平成
17年９月議会において制定する「長期
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とは可能なはずであり、より競争性
のある契約方法の導入を検討すべき
である。

第10 成果品
県政だより「ふれあい」点字版・

テープ版制作配布業務委託
成果品の納品・配布の手順を明確に

すべきもの
契約書は、県が納入された成果品

を検査し県の指示により配布するこ
ととしているが、実際には、県は成
果品の配布先の指示をしておらず、
委託業者から購読者へ直接配布され
ており、配布先、配布部数等の事実
も把握していないのは適切でない。

本館他消防設備保守点検業務委託
消防設備の点検結果について適時適

切な措置を講じるべきもの
前年度の点検結果報告における改

善要請事項について、未改善のもの
があるのは、適正でない。

あけぼの医療福祉センター他消火
栓設備等保守点検業務委託
消火栓設備等の点検結果について適

時適切な措置を講じるべきもの
前年度の点検結果報告における改

善要請事項について、未改善のもの
があるのは、適正でない。

北都留合同庁舎他火災報知設備等

継続契約に関する条例」に基づき複数
年契約を行う。

平成17年度から、点字版及びテープ
版の需要について事前に把握し、委託
先に対して配布を指示している。

未改善の事項については、改善を行
った。
今後は、点検結果報告に基づき、迅

速な対応を図る。

未改善の事項については、改善を行
った。
今後は、点検結果報告に基づき、迅

速な対応を図る。

保守点検業務委託
火災報知設備等の点検結果について

適時適切な措置を講じるべきもの
平成15年度の前期で改善事項とさ

れた事項で改善されないまま、後期
においても再度改善事項とされてい
るものがあり、適正でない。

自家用電気工作物保安管理業務委
託
電気工作物の点検結果について適時

適切な改修等を行うべきもの
前年度末の点検結果報告の改修等

事項について、多くが未改善のまま
であるのは適正でない。

山梨県8020運動推進特別事業委託
委託事業について数量化による評価

をする必要があるもの
委託事業に対する事業効果につい

て、一定期間を通じて追跡調査をす
るなど、数量化による評価を行うと
ともに、その事業効果を福祉保健行
政に反映させるべきである。

育精福祉センター機械設備運転及
び保守管理業務委託
改善要請事項について早急に適切な

措置を講じるべきもの
保守点検報告書の改善要請につい

未改善の事項については、改善を行
った。
今後は、点検結果報告に基づき、迅

速な対応を図る。

未改善の事項については、改善を行
った。
今後は、点検結果報告に基づき、迅

速な対応を図る。
なお、発電始動用蓄電池については、
点検結果報告が「交換を推奨」である
ことから、定期的な点検を行い、不具
合が発生した段階で速やかに交換等を
行う。

平成17年度から、アンケート調査や
実態調査を実施することにより、事業
成果達成度合いの指標化に努めていく。

未改善の事項については、改善を行
った。
今後は、点検結果報告に基づき、迅

（1）

（2）

（3）

（4）

（5）

（6）

（7）
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て、早急に適切な措置を講じるべき
である。

冷温水空調機器保守点検管理業務
委託
①保守点検報告書による指摘事項に

ついて適切な措置を講ずべきもの
後期保守点検報告書に自動制御器

の交換が必要と報告されているが、
その内容確認及び修繕等の措置が講
じられていないのは適正でない。

②契約書の条項について改善すべき
もの

契約書において再委託することは
できないとしているにもかかわらず、
再委託していることは適正でないの
で、一部再委託が必要なものがある
場合には、契約書に定めるべきであ
る。
また、指名業者の選定に当たって

は、業者の業務処理能力を的確に把
握したうえで選定すべきである。

河川流量測定業務委託
①正確に積算すべきもの
車両燃料に係る積算について、土

木部発行「設計業務等標準積算基準
書」を参考にガソリン代を１時間あ
たり2.9リットルで積算すべきところ
を１日あたり8.7リットルで積算した
結果、過大となっている。

②仕様書どおりの成果品を提出させ

速な対応を図る。

未改善の事項については、既に対応
済みである。
今後は、点検結果報告に基づき、迅

速な対応を図る。

当該業務のうち製造メーカー以外に
処理できないものについては、平成17
年度から、県の承認を条件に再委託で
きる旨、契約書に定めた。
また、指名業者については、業務遂

行能力等を十分精査・検証し、選定し
ていく。

平成17年度から、「設計業務等標準積
算基準書」の諸経費早見表を参考に算
出している。

平成17年度から、仕様書どおり野帳

るべきもの
観測野帳は仕様書どおりの業務が

行われたかを検証するための重要な
証拠資料であるので、測定結果が転
記された報告書だけでなく、仕様書
どおり野帳の現物を提出させるべき
である。

埋蔵文化財センター出土品データ
ベース作成業務委託
業務委託の成果品の利活用を検討す

べきもの
実施した遺跡発掘調査報告書のす

べてをデータベース化したことから、
今後の課題として、インターネット
上での利用のための方策を検討する
必要がある。

第４部　総括
１ あまりにも高い１者随意契約比率
について
１者随意契約の比率が圧倒的に多

く、競争性を確保することによって
のみ契約金額の妥当性が担保される
ような案件についての随意契約方式
による発注は、疑問を呈さざるを得
ない。
また、全庁的に適用できる随意契

約に関する処理基準等が定められて
いないため、方策等を検討していく
べきと考える。

２　形骸化している競争入札について

を添付させる。

インターネットでの利用のためには、
更に多くの経費を必要とするため、そ
の導入の可能性について検討していく。

価格による競争性を確保することが
できると思われる業務の類型化など検
討していくとともに、契約方法の妥当
性についても、支出負担行為伺いの審
査業務等においてチェックしていく。
また、平成14年度に随意契約の指針

となる「随意契約の厳正な執行につい
て」を全庁に通知し、その適正な運用
についても周知してきたところである
が、さらに、その周知徹底を図ってい
く。

（8）
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指名業者が同一であったり、落札
の意欲を感じられない業者が連続し
て指名されていたり、設計・積算の
見直しがなく落札率が高率のまま推
移するなど、指名競争入札であって
も競争性のあるものとなっていない
事例が見受けられる。

３　清掃業務委託について
清掃業務委託のように庁内の多く

の部門で委託している同種業務があ
るが、その設計・積算を見ると、そ
れぞれが異なる考え方のもとに行わ
れている状況があることから、当該
業務委託に係る過去の実績報告、他
都道府県の例なども調査・検討のう
え、設計・積算の基準を設け、業務
委託に際して取扱いの統一を図るよ
うにすべきである。

４ システム関連業務委託について
システム構築など専門性が高く、

かつ、変遷が相当早い分野ではある
が、委託する業務内容を明確に把握
して、適切な設計を行う必要性があ
る。
特に、過去の委託業務に係る実績

報告には、IT関連業務に関する設
計・積算に有用な情報が入っている。

５ 警備業務委託等複数年にわたる業
務委託について
機械警備業務委託において、自動

警報装置等機械設備には、償却年限

明らかに落札の意欲を感じられない
業者については、次年度の指名からは
排除するなど厳正に対処するよう指導
を強化していくとともに、積算方法の
妥当性についても、支出負担行為伺い
の審査業務等においてチェックしてい
く。

庁舎等の清掃業務委託の設計・積算
の基準を設け、平成18年度から取扱い
の統一を図る。

過去のシステム構築に係る業務委託
の実績の蓄積を活用し、情報システム
の構築・保守管理を適正かつ効率的に
行うため、平成16年度に「情報システ
ム調達ガイドライン」を策定した。
今後は、この「ガイドライン」を活

用しながら、IT関連業務における委託
内容の明確化を図り、効率的で適切な
システム設計を行う。

平成17年９月議会において「長期継
続契約に関する条例」を制定し、物品

があることから、償却年限等の一定
期間で区切り、一定期間が経過する
ごとに競争入札を行い、債務負担行
為制度を利用した複数年契約を導入
すべきと考える。
また、長期継続契約については地

方自治法が改正され、その範囲が拡
大されたので、業務委託の洗い直し
を行い、長期継続契約とすることが
できる業務を選別し、条例を定めて、
長期継続契約とすることの検討もす
べきである。

６　業務委託に関する要綱等について
委託しようとする業務の種類・範

囲、県が直接処理する場合との比較
検討、期間等検討すべき項目は少な
くないので全庁的に業務を委託する
に当たっての指針となるようなマニ
ュアルが必要と考える。

７ 契約事務の統括・指導組織につい
て
契約事務の統括・指導については、
財務規則の定めるところにより出納
局が行ってはいるが、契約に関する
事務の適正な執行を期するため、契
約に関する事務の処理手続を統一し、
当該事務の処理について必要な調整
をする部門を設置すべきと考える。

を借り入れる契約で翌年度以降にわた
り契約を締結することが商慣習となっ
ているものや、年間を通じて役務の提
供を受けることを要する契約について
は、長期継続契約を締結することとし
た。
機械警備業務についても、当該条例

に基づき、平成18年度から複数年契約
を導入していく。

契約事務の適正な執行を期するため、
契約時に活用できるチェックシート等
を作成し、担当課が統一した見解のも
とに契約事務が処理できるよう周知徹
底を図っていく。

専門部門の設置による契約事務の執
行については、契約内容が多岐にわた
り、執行における責任の所在が曖昧と
なることから、現行どおり事業内容を
熟知している担当課が契約事務を行う
ことが望ましいと考える。
今後は、契約事務の適正な執行を期

するため、契約時に活用できるチェッ
クシートを作成し、統一した見解の下
に契約事務が処理できるよう周知徹底
を図っていく。
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